
資料５－１ 

 

トンネル工事における粉じん測定及び換気等に関する文献等について 

 

１ ガイドラインでの粉じん目標レベル設定の経緯 

(1) 「ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン（平成 12 年 12 月 26

日付け基発第 768 号の２。以下「ガイドライン」という。）の「粉じん濃度目標レベ

ル」の趣旨は、このガイドラインの内容を検討した報告書（建災防(2000)）におい

て、「坑内における作業環境管理を進める過程で、粉じん発生源における粉じん発散

等を防止するための発散源対策が適切であるか否か及び換気装置等が適切に稼働し

ているか否かを判定する際の指標」とされている。 

(2) さらに、建災防(2000)では、粉じん濃度目標レベルは、「坑内における粉じん濃度を

可能な限り最小限にとどめるための現実的な目標レベルとする必要があり、ずい道

の種類、坑内の粉じん作業における作業工程、作業の態様、粉じん発生の態様等を

踏まえ、設定することが重要である」としている。    

(3) その上で、建災防(2000)では、粉じん濃度目標レベルについては、「実現可能な範囲

で出来るだけ低い値を設定することとし、具体的には、現在の換気技術レベル等を

考慮し、３mg/m3程度とすることについて、検討することが適当と考えられる」と提

言している。この提言を踏まえ、ガイドラインでは、粉じん濃度目標レベルとして

３mg/m3を採用している。 

 

２ 粉じん濃度に関する基準、所要換気量等に関する文献 

(1) ACGIH(2018)では、ばく露限界値（TLV）が定められていない粒子状物質については、

空気中濃度を３mg/m3（吸入性粉じん（レスピラブル））及び 10mg/m3（吸引性粉じん

（インハラブル））より低く抑えるべきであるとしている。さらに、結晶質シリカ（遊

離けい酸）の TLV を 0.025mg/m3としている。ばく露評価では、粉じん濃度に結晶シ

リカの含有率（Q 値）を乗じて結晶質シリカの曝露量を求め、この値と TLV を比較

する（Souve et.al(2013)など）。この考え方では、TLV を満たすことのできる粉じん

濃度は、Q値に反比例して小さくなる（５％で 1/5、10％で 1/10、15％で 1/15、30％

で 1/30 など。） 

(2) 管理濃度等検討会（2008）では、吸入性粉じんの濃度を測定し、その中でもっとも

有害性がある結晶質シリカについて管理濃度を定めることとし、ACGIH の TLV の付

録 E で規定する混合物の複合的な影響を評価する相加式を用い、３mg/m3 と

0.025mg/m3 を包含する管理濃度として、3/(1.19Q+1)を採用した（Q：遊離けい酸含

有率。）。この考え方では、管理濃度は、Q 値にほぼ反比例して小さくなる（５％で

1/6.95、10％で 1/12.9、15％で 1/18.85、30％で 1/36.7 など。）。 
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(3) 日本産業衛生学会が発行する許容濃度等の勧告（2018 年度）を見ると、吸入性結晶

質シリカの許容濃度は 0.03 mg/m3とある。また、第 2種粉じんとして、結晶質シリ

カ含有率 3%未満の鉱物性粉じんでは、吸入性粉じんの許容濃度を 1 mg/m3、総粉じ

んの許容濃度を 4 mg/m3と規定している。 

(4) 欧州諸国については、European Network for Silica(NEPSI)がヨーロッパ各国の

Occupational Exposure Limits（職業

上暴露限界）の一覧表を示しており、

それによれば、「Quartz, respirable 

dust（吸入性シリカ粉じん）」の暴露限

界として、0.025～0.15 mg/m3 の値を

ヨーロッパ各国では規定している。表

で示す（NEPSI 2019）。  

(5) 粉じん濃度を減少させるための所用

換気量（希釈換気）については、建災

防(2012)において、清浄な外気を送気

することを前提として、所用換気量

（Q）＝(換気係数(K)×粉じん発生量

(S))/(粉じん管理目標濃度(E)×所要

換気時間(t))としており、所要換気量

は粉じん管理濃度目標に反比例する。

したがって、粉じん発生量が同じで粉

じん管理濃度目標が 1/10 になれば、所要換気量は 10 倍となる。 

 

３ トンネル坑内の粉じん濃度に関する文献 

(1) 建災防(2000)は、掘削断面積が 60ｍ2以上のずい道（NATM を採用している 72 現場）

における粉じん濃度について、単純平均では、コンクリート吹きつけ時において

4.16mg/m3、ずり出し作業時おいて 3.11mg/m3であったとしている。一方、6mg/m3未

満の現場の割合は、吹きつけ時で約 80％、ずり出し時で約 90％であり、3mg/m3未満

の現場は、吹付、ずり出しそれぞれで約 30％、約 55％であったとしている。断面積

60m2以下未満（NATM 採用 17 現場）においては、吹付時の平均濃度は 5.11mg/m3であ

り、6mg/m3未満、3mg/m3未満の現場の割合は、それぞれ約 70％、約 30％であったと

している。 
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(2) 西村(2010)は、ガイドラインの粉じん濃度目標

レベルに対して、ガイドライン以前は３mg/m3

以上が約 80％であったが、2005 年の調査では、

３mg/m3以下が 50％とかなり改善が進んだとし

ている（図１）。 

(3) 労働安全衛生総合研究所（2018）は、NATM 工法

による５つの山岳トンネルの坑内において、切

羽から 25ｍから 100ｍで定点測定（質量濃度測

定法）で１サイクルを通じた測定を行ったとこ

ろ、切羽からの距離に影響を受けているように

は見えず、0.8～２mg/m3に分布したとしている

（図６(1)）。 

(4) 労働安全衛生総合研究所（2019）は、NATM 工法による３つの山岳トンネルの切り羽

から 18ｍから 50ｍで定点測定（質量濃度測定方法）で１サイクルを通じた測定を行

ったところ、それぞれの現場ごとの粉じん濃度分布は、現場 F（1.38～1.96 mg/m3）、

現場 F（0.79～2.38 mg/m3）、現場 F（0.77～1.42 mg/m3）に分布し、いずれの現場も、

切り羽との距離と粉じん濃度には関連は見受けられないとしている（図 A参照）。労

図６(1) 

現場
平均粉じん濃

度*(mg/m3)

現場A 0.97

現場B 1.59

現場C 1.18

現場D 0.96

現場E 1.69

現場F（１） 1.38

現場F（２） 1.70

現場G（１） 1.30

現場G（２） 1.77

現場H（１） 0.92

現場H（２） 1.12

平均 1.32

表C　定点測定の粉じん濃度の平均値

*１サイクル測定値（切り羽からの距離が50ｍ以

内に限る。）の平均値
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働安全衛生総合研究所が 2018 年と 2019 年に測定した８つの山岳トンネルの１サイ

クル定点測定の各トンネルの粉じん濃度の平均値は、0.96～1.77mg/m3となっており、

いずれも２mg/m3を下回っている（表 C）。 

(5) 米国の状況として、Sauve 

et.al(2013)は、建設業に

おける結晶質シリカのば

く露状況を報告してい

る。報告は、1987 年から

2009 年に発表された文献

から6118の記録を集めて

工事種別に分析した結

果、トンネル工事(tunnel 

boring)での結晶質シリ

カ(QCS)濃度の幾何平均

は 0.328mg/m3 と 、

TLV(0.025mg/m3) の 13.1

倍となっており、コンク

リート研磨（scrabbling 

concrete ） と は つ り

（chipping）に次いで、３番目に高い濃度であった（Fig.1）。 

(6) 米国の状況として、Flanagan et.al(2006)は、建設業における結晶質シリカのばく

露状況を報告している。報告は、1992 年から 2002 年（70％は 1997-2002）における

134 機関からの報告を分析した結果、トレンチ又はトンネルの掘削(Cut 

trench/tunnel）の結晶質シリカ濃度の幾何平均は 0.25mg/m3、吸入性（レスピラブ

ル）粉じん濃度の幾何平均は 15.64mg/ m3であり、それぞれ、TLV(0.025mg/ m3, 3mg/ 

m3)の 10 倍、5.2 倍であって、作業別では３番目に高かった。 

 

４ トンネル坑内の換気手法に関する文献 

(1) 西村(2010)は、トンネル技術の発展と現状について

の総説において、集塵機の能力が大型化し、

2000m3/min クラス、3000m3/min クラスが主流となっ
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ているとしている（図２）。さらに、従来の希釈方式に加え、より効果的な吸引捕集

方式が開発され、必要風量の減少が可能となったとしている（表３）。 

(2) 大林組ら（2012）は、平成 24 年度の日本建設機械施工協会会長賞の受賞業績として、

トンネル坑内の粉じん低減工法である「トラベルクリーンカーテン」の効果を検証

している。具体的には、２車線トンネル（断面積 80m3）を想定した模擬トンネルに

おいて、カーテン無し（送風量 1000m3/min、排気量 1500m3/min）とカーテンあり（送

風量 750m3/min、排気量 1500 m3/min）の場合の粉じん濃度を比較したところ、濃度

が 8mg/m3の状態で装置を稼働させ、カーテン後方の濃度を 0.1mg/m3まで下げること

ができ、かつ、切羽付近の濃度が 3mg/m3を下回るのに要する時間が 225 秒から 170

秒に短縮したとしている。実際のトンネルでの吹付作業中（総風量 1330m3/min、排

気量 2000m3/min）に、カーテ

ンより切羽側（切羽から 15

ｍ）と後方（切羽から 50ｍ）

で測定した結果、カーテンの

効果は確認できたとしてい

る（図７）（15m 地点では３～

６mg/m3、50ｍ地点では 0.5～

1.2mg/m3程度。）。 

 

５ 換気以外の粉じん濃度低減方策に関する文献 

(1) トンネルに関する学術誌で発表された論文における粉じん低減対策に関するものの

検索結果から、換気以外の粉じん低減方策の文献を収集した。大窪ら（2002）は、

液体急結剤を使用した吹付コンクリートの採用による粉じん濃度低減効果を報告し

ている。具体的には、高速道路トンネル工事（送気量 1200m3/min）において、従来

の粉体急結剤（P方式）と液体急結剤をスラリー化したもの（S方式）を使用した場

合の粉じん濃度を切羽から 10ｍ、30ｍ、50ｍ地点で測定した値を比較し、S 方式の

方が粉じん濃度が低いことが確認できたとしている（図３、４）。また、赤坂ら（2004）

は、模擬トンネルにおいて、粉体急結剤（カルシウムアミネート系）を添加するこ

とにより、切羽から 10ｍ、30ｍ、50ｍの位置の粉じん濃度が、添加しないケースの
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ほぼ 1／2となったと報告している。 

(2) さらに、大里ら（2002）は、粉じん抑制剤を吹付コンクリートに添加することによ

る粉じん濃度低減効果を報告している。具体的には、粉じん抑制剤（セルロース系

樹脂を主成分とする白色粉体）の添加率ごとに粉じん濃度測定を行ったところ、添

加量の増加に応じて粉じん濃度の低減効果がみられた（図３）としている。 

(3) 為石ら(2006)は、アルカリフリー液体急結剤（ＡＦ急結剤。水溶性アルミニウム塩

系）を用いたコンクリート吹付け時の粉じん低減効果を報告している。ＮＡＴＭ工

法の山岳トンネル工事において、光散乱方式の相対濃度計（P-5L）を切羽から５ｍ

の地点に２台、50ｍの地点に３台設置して測定を行った。ＡＦ急結剤を使用したと

きの 50ｍ地点の粉じん濃度の平均値は、0.92mg/m3であり、粉体急結剤（カルシウム

アルミネート系）使用時の 3.72mg/m3 の約 1/4 であった。さらに、切羽５ｍ地点で

も、2.3～2.7mg/m3と低い濃度を達成したとしている。 

(4) 鈴木ら(2003)は、圧縮空気を用いずにコンク

リートを吹き付ける方式（エアレス吹付）によ

る吹き付け時の粉じん濃度低減効果を報告し

ている。具体的には、３つの NATM 工法のトン

ネル（No.1(内断面 71.4m2)、No.2(断面 46.7m2、

No.３(断面 62.9m2)。総風量はいずれも

1,200m3/min)の吹き付け作業時に通常吹付と

エアレス吹付を比較したところ、断面の大き

さに関わらず、切羽から 50ｍ地点の粉じん濃

度が 3mg/m3 以下となったとしている。また、経

時変化では、切羽 50ｍ後方においては通常吹付

が最大 13.6mg/m3、エアレス吹付では最大

2.2mg/m3、切羽５ｍ後方では通常吹付が最大

20.8mg/m3、エアレス吹付では最大 5.5mg/m3とな

り、効果が確認できたとしている（図８）。 

(5) 最新の情報として、尾畑（2019）は、山岳トンネ

ルのコンクリート吹付作業における遠隔吹付技

術の開発について報告している。吹付機にネット

ワークカメラを搭載し、作業員は、切羽から離れ

た場所に設置する移動式の操作室内部から、モニタ映像を見ながら吹付機のリモコ

ンボックスを操作する。試験施工の結果は、通常の吹付コンクリートと変わらない

仕上がりであったことがわかったとしている。 

 

６ トンネル建設工事における粉じん対策実施状況の現況調査結果 
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(1) 厚生労働省(2019)）は、トンネル建設工事を行っている 28 社の本社（回収率 100％）

と、66 現場（回収率 78.6％）から、現状のトンネル建設工事における粉じん濃度、

管理能力や低粉じん化対策の取り入れ状況等に関するアンケートの提出を受け、そ

の結果を分析した。 

(2) 本社調査によれば、各粉じん対策の採用率は、液体急結剤が 75.0％、粉じん低減剤

が 70.8％など、５種類のコンクリートへの低粉じん化対策の採用率は５割を超えて

いる。一方で、ダストレス、エアレス吹きつけの採用率はいずれも 8.3％にとどま

る。換気設備の強化については、伸縮風管の採用率が 83.3％、局所集じん装置が

50.0％であった（図２）。採用した対策による粉じん濃度の低減率は、おおむね８割

程度で 10％以上となった。対策によっては、50％を超える低減率を達成したものも

あった（図３）。対策を採用しなかった理由としては、コスト（価格・効率）が高く

（33％～75％）、技術的な課題（0％～25％）、品質（0％～25％）よりも割合が高か

った（図４）。粉じん濃度目標レベルの引き下げについては、50％が可能であると回

答し、引き下げ可能なレベルとしては、1.5～2.0mg/m3 とする回答が最も多かった

（42.9％）。 

(3) 現場調査によれば、調査対象のトンネル（66 現場）は、大断面（40m2以上）が 87.9％

であり、60～80m2のトンネルが最も多かった。施工方法は、発破が最も多く（62.7％）、

機械（23.9％）、発破機械併用（13.4％）の順であった。各粉じん対策の採用率は、

液体急結剤が 40.9％、粉じん低減剤が

25.8％など、５種類のコンクリートへ

の低粉じん化対策の採用率はいずれも

本社調査と比較して３割程度低い。ダ

ストレス（1.5％）の採用率も低かった。

換気設備の強化については、伸縮風管

の採用率が 47.0％、局所集じん装置が

18.2％であった（図 12）。本社調査と現

場調査の違いは、現場ごとに対応にば
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らつきがあるためと考えられる。粉じん濃度については、93.9％が現行のガイドラ

インどおり、切り羽から 50ｍの地点で測定を行っており、各現場の粉じん濃度の平

均値は、2mg/m3前後であったとする現場が最も多く、2mg/m3以下が過半数（55.4％）

を占めた（図 15）。粉じん目標レベルの引き下げについては、39.4％が可能と回答

し、引き下げ可能なレベルとしては、2.0～2.5mg/m3が最も多かった。 

 

７ 作業環境測定及びその評価の趣旨について 

(1) 作業環境測定の評価は安衛法第 65 条の２に規定されており、その趣旨は、「単位作

業場所について、作業環境測定の結果得られる測定値を統計処理し、評価値を算出

して、測定対象物質ごとに決められている管理濃度と評価値等を比較することによ

り管理区分の決定を行うこと」とされている（労働安全衛生法の詳解（1991））。 

(2) さらに、評価値については、作業場内における有害物質の濃度の分布は、「時間的に

も空間的にも正規分布ではなく、対数正規分布に近い」ことを前提とし、幾何平均

値と幾何標準偏差を用い、全ての測定点（場所、時刻、日を含む。）のうち、管理濃

度を超えるような濃度を示す測定点が５％未満である値（第 1 評価値）と、環境空

気中の有害物質の平均濃度（第 2 評価値）を算定している（日本作業環境測定協会

（2010）。 

 

８ 考察（新たな粉じん濃度測定の結果の位置づけ） 

(1) トンネル工事（NATM・発破工法）は、削孔・装薬→発破・待避→ずり出し・支保工建

込→コンクリート吹付→削孔・装薬というサイクルを４～６時間程度で繰り返すが、

作業ごとに粉じん濃度は大きく異なる。このため、粉じん濃度が時間的に対数正規

分布しているという作業環境測定の評価値の算定の前提（日本作業環境測定協会

（2010））は成り立たない。また、空間的にも、単位作業場は切羽から集じん口まで

とするにしても、集じんしきれない粉じんの濃度を管理するという観点であれば、

トンネル全長の測定が必要となる可能性が高く、現在検討している測定点の数では、
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これらの空間的な平均を求めることも困難である。 

(2) これらの問題を新たな測定方法（１サイクル連続測定や個人サンプラーによる測定）

によりある程度解決したとしても、単位作業場を特定できない問題は残る。すなわ

ち、トンネルの切羽は毎日前進していくため、切羽の土質が前日とは異なる可能性

が高い上、仮に同じ土質であったとしても土中の水分量等の変動により、測定日の

単位作業場と測定日の翌日の単位作業場の粉じんの発生しやすさには、連続性があ

るとはいえず、前者の平均的な作業環境は後者の平均的な作業環境に一致するとは

いえない。 

(3) 以上から、現在検討している新たな粉じん濃度測定の結果は、作業環境測定の評価

値に基づく厳密な管理区分設定にはなじまない。このことは、遊離けい酸に係る測

定が行われる場合にあっても同様である。一方で、当該測定結果は、トンネル工事

中の粉じん濃度の工学的対策の効果を示す目安としては使用可能であることから、

従来どおり、工学的対策である、発散源対策及び換気装置等が適切かを判定する際

の指標である「粉じん濃度目標レベル」と比較するための値として位置づけるべき

である。 

(4) ただし、遊離けい酸に係る測定結果については、工学的対策だけで十分な低減を図

ることは困難である。例えば、遊離けい酸含有率が 15％の場合、粉じん濃度は、ACGIH

方式で 1/15、管理濃度方式で 1/19 にまで粉じん濃度が低減される必要があり、そ

のための所要換気量（希釈方式）はその逆数である 15 倍～19 倍となる（建災防

(2012)）。現在の一般的な換気量である 2000m3/min においては（西村(2010)）、大口

径の送風管（1700mm）を使用していても、風速が 14m/s（2000m3/2.3m2/60）に達して

おり、それを単純に 15 倍すると風速 210m/s となる。送風機等の工学的限界はさて

おき、そのような風速を切羽に導入することは、落石等、切羽での労働災害の発生

を誘発する恐れがあるなど、現実的でない。なお、米国においてもこのような管理

を行っていないことは、トンネル工事における結晶シリカ濃度の幾何平均が TLV の

10～13 倍となっていることからも明らかである（Sovue et.al(2013), Flanagan 

et.al(2006)）。 

(5) 遊離けい酸による健康障害の防止のためには、作業者の遊離けい酸のばく露を十分

に低減する必要があることから、換気等の工学的対策による作業環境改善に加え、

義務付けられている電動ファン付き呼吸用保護具を適切に選択する等の作業管理が

必要となる。米国安全衛生庁（USOSHA）や ISO/TS 16975 においては、測定されたば

く露濃度をばく露の基準値で除した値を「要求防護係数」(ISO では、protection 

level(PL))として評価する。そして、「要求防護係数」を上回る「指定防護係数」

(assigned protection factor(APF))を有する呼吸用保護具を使用することを定め

ている（US-OSHA 29 CFR 1910.134）。 

(6) ばく露濃度の基準値は、それぞれの物質ごとに決定されるものであるが、遊離けい
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酸ばく露濃度の基準値については、国際的に最も厳しい値である、米国政府労働衛

生専門家会議（ＡＣＧＩＨ）で提案されている結晶質シリカのばく露限界値（ＴＬ

Ｖ）である、0.025mg/m3 を採用することが妥当である。なお、一般的な粉じんに対

するばく露の基準値は 3mg/m3であることから、はるかに厳しい値である 0.025mg/m3

に対して十分な指定防護係数を有する呼吸用保護具を使用すれば、一般粉じんに対

する防護としては十分なものとなる。 

(7) 粉じん濃度測定値の評価方法として、全測定値を算術平均するのか、幾何平均する

のかという問題がある。一般的な作業環境の濃度分布は、発生源からの距離に応じ

て指数的に濃度が減少する幾何正規分布を前提として、評価値の計算には、幾何平

均が多く用いられる。しかし、労働安全衛生研究所（2018）の図６(1)で、１サイク

ル連続測定の粉じん濃度は、切羽からの距離との関連は見られない。労働安全衛生

研究所（2019）においても同様の結果となった（図Ａ参照。）この理由は、切羽近辺

に分布する大粒径の粉じんを分粒装置によって除いていること、強力な換気によっ

て発散後短時間で粉じん濃度が空間的に均質化することなどが考えられる。このた

め、粉じん濃度測定値の評価値は、全測定値を算術平均した値とすることが妥当で

ある。 

 

９ 考察（新たな粉じん濃度測定に係る目標レベル） 

(1) 現在検討している粉じん濃度測定結果に係る目標レベルの値は、工学的対策の目標

値として、「坑内における粉じん濃度を可能な限り最小限にとどめるための現実的な

目標レベルとする必要があり、ずい道の種類、坑内の粉じん作業における作業工程、

作業の態様、粉じん発生の態様等を踏まえ、設定することが重要である」（建災防

(2000)）とされていることを踏まえる必要がある。 

(2) 西村（2010）によれば、2005 年時点において、３mg/m3を実現している現場は約 50％

としている。また、労働安全衛生総合研究所（2018, 2019）によれば、８つの NATM

山岳トンネルでの１サイクル定点測定の各トンネルの平均値は、全て２mg/m3を下回

っている（表 C）。 

(3) 粉じん濃度低減のための技術開発の進展を観てみると、吸引捕集方式の開発（西村

（2010））、トラベルクリーンカーテンの開発（大林組ら（2012））など、換気方法の

技術開発が進んでいる。さらに、液体急結剤（大窪ら(2001)、為石ら(2006)）、粉じ

ん抑制剤（大里ら（2002））の吹付コンクリートへの添加、エアレス吹付（鈴木ら（2003））

の採用によるコンクリート吹付時の粉じん濃度の低減方策の技術開発も進んでいる。

また、遠隔操作によるコンクリート吹付作業の技術開発も進んでいる（尾畑（2019））。 

(4) 労働安全衛生研究所（2018）の最新の粉じん測定の結果や、粉じん濃度低減に関す

る技術開発の進展を踏まえれば、現在検討している粉じん測定に係る目標レベルは、

実現可能な範囲で出来るだけ低い値を設定すべきである。適切な値を設定するため
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に、現状のトンネル工事における粉じん濃度の現状、換気設備や低粉じんコンクリ

ート吹付施工等の取り入れ状況をアンケート調査した。 

(5) 厚生労働省(2019)）においては、トンネル現場の約半数の粉じん濃度は２mg/m3以下

となっており（図 15）、約半数の粉じん濃度は３mg/m3 以下であった 2005 年当時と

比較して（西村（2010））、15年間で粉じん濃度は３分の２にまで低減している。さ

らに、下げることが可能と回答した事業者の 42.9％が 1.5～2.0 mg/m3まで目標レベ

ルを下げることが可能であると回答している。このため、大きな効果があると確認

された粉じん低減化技術や、換気技術の導入がさらに進めば、目標レベルを２mg/m3

まで引き下げることは、十分に達成可能であると考えられる。なお、これら技術を

採用しない最大の理由がコスト（価格・効率）であるため、これら新技術の必要経

費に係る発注条件における積算について、検討いただきたい。 
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